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	１章　はじめに


平成１６年６月5日に「年金改革関連法案」が可決・成立した。多くの議論をよんでいるこの話題、テレビや新聞で目にすることが多い。実際、年金といっても詳しくは知らないし、これから、社会人として生活するうえで知らなくてはいけないことだと思う。
実際に、所得がなく、保険料を本人が納めることが困難である学生が、社会人になってから保険料を納める学生納付特例という制度を利用していて、今、国民年金の保険料を納めることが猶予されている。実際にまだ支払っているわけではないが、国民年金に加入して、年金のしくみや問題点はどういったものであるのか気になってきた。そこで、年金の今、そしてこれからのあり方を考えていきたい。
	２章　公的年金の歴史　


　　
　まず、年金とは、いつから始まったのか、そしてどのような財政方式をとってきたかをふまえて、日本の年金制度の流れをみようと思う。
１．戦前～積立方式
　日本で年金のしくみは、明治時代に官吏の恩給制度として始まった。一般国民を対象とした年金制度は１９３９年の船員保険が始まりだった。１９４１年には、労働者年金制度によって男性工場労働者を対象とした年金制度の財政方式は、積立方式であった。積立方式が採用された理由は、積立金によって戦時公債の購入をさせることと戦時下の国民購買力の吸収、インフレ防止であったといわれている。
積立方式とは、将来の年金給付に必要な原資を保険料であらかじめ積み立てていく方式で、将来の年金給付を一定の保険料でまかなうことが基本である。この場合、保険料計算の想定どおりに推移すれば基本的には一定の保険料となるが、予期せぬインフレによって積立不足が発生すること等により保険料が変動する場合もある。積立金の運用によって財政が左右されるため、積立金の効率的運用が重要であり、リスク管理も必要となる特徴がある。
２．戦後～修正積立方式
戦後の混乱と高インフレの中で積立金の価値は下がり、実質的な給付を行うことが難しくなり、厚生年金のたて直しが必要になった。しかし、戦後の混乱、復興期の経済状況下で、労働者も企業も、保険料の負担に耐えられる状態ではなかった。
　そこで、保険料を抑制することが優先され、暫定的に低い保険料率が財政上のつじつまを合わせるために採用された。厚生省は１９５４年の新「厚生年金法」において、保険料率は当初据え置いた後、５年ごとに引き上げるという段階保険料率を採用した。これが、修正積み立て方式の始まりである。
修正積立方式のメリットは、受給者と労働人口の比を考慮しながら、政府が弾力的に財政運営をできること、また、積立方式よりも少ない積立金ですむために、インフレにより積立金が目減りするリスクを限定できることである。
修正積立方式は、保険料引き上げの時期を調整することによって積立不足を長期にわたって解消するもので、いずれは完全積立方式への復帰を目標としていた。しかし、修正積立方式の運営は、政府による人口や経済の予測能力、政府の調整に依存するところが大きかったため、結局、そのときどきの経済状況、政治状況に左右され、十分な調整が行われず、結果的に後の世代へ負担を先送りすることになった。
　
３．国民皆年金成立～賦課方式
１９５９年に自営業者や、零細企業労働者を適用対象とする国民年金保険が成立し、１９６１年に全面施行となり、すべての国民がなんらかの年金制度に加入する国民皆年金が成立した。
その後、公的年金は、高度成長期のなか、給付水準の引き上げと制度の早期成熟化への道を進んでいった。この、早期成熟化とは、それまで十分に保険料を負担することができなかった人に対しても、給付を行うべきであるという考え方で、賦課方式への傾向を強めることを意味した。
賦課方式とは、年金給付に必要な費用をその時々の現役加入者からの保険料でまかなう方式である。制度の成熟化、人口の高齢化が急速に進展する場合、保険料が急増する。しかしインフレなどによる名目上の経済変動では実質の保険料負担は影響を受けない。積立金がないので運用やリスク管理の必要はないという特徴がある。これは、制度の継続性がない場合は採用することができないために、通常は公的年金でしか採用できないといわれている。
積み立て方式へ将来戻ることに固執するあまりに、貧しい高齢者が多数存在しているという声が強くなった。そこで、高齢者の生活を保障するために、積立金の一部を取り崩しても、高齢者に年金を給付すべきだという主張が強まり、それに応じて給付の水準は引き上げられた。他方で、保険料の引き上げは労使双方の反対で進まなかったため、年金制度は徐々に世代間移転システムである賦課方式へと変わった。
４．１９６５年、１９６９年、１９７３年改革
１９６５年、１９６９年、１９７３年の年金改革において、大幅に給付の水準が引き上げられ、国民年金では１９６５年の改革で「１万円年金」が実現、１９６９年に「２万円年金」が実現した。１９７３年の改革で物価スライド制と再評価が導入された。物価スライド制の導入により、年金制度は、この直後のオイルショックによるインフレにも対応でき、老後の所得保障の中核を担う制度になった。
　これらの改革は、それに見合った保険料の引き上げがなかったこと、また、人口の見通しなど財政再計算に用いられた根拠が結果的に楽観的であったことなど、将来世代の負担に期待する部分が多く、実質的に賦課方式に移行することが決定的になる。賦課方式に向かうことは、当時から、専門家からは、財政的なリスクが大きくなることへの不安の声があった。しかし、高度成長において、高齢化という人口構造が変化するリスクは過小評価され、一方で、経済成長の継続過大評価される中で、年金の給付は拡充されたのである。
その後、オイルショックと、１９７０年代後半から低下した合計特殊出生率があり、経済、人口の楽観的な予測は修正された。オイルショックに対応し、老後生活の安定を図るために、２年繰り上げて１９７６年に財政再計算が行われた。そして老齢年金の水準として、標準的な男性の受ける年金額が、財政再計算が行われた時点での男性の平均標準報酬月額の６０％程度を確保するようになった。
５．１９８０年、１９８５年改革
１９８０年の改革では、年金の支給開始年齢を引き上げることが議論されたが、結局見送られ、１９８５年の改革は、高齢化に対応して年金制度の基本から改める内容のものだった。
公的年金制度は、厚生年金、共済年金、国民年金といった制度ごとに発展してきたが、給付と負担の両面における制度間の格差や重複、産業構造の変化などにより財政基盤が不安定となった。そこで、全国民に、共通の基礎年金を創設し、厚生年金や共済年金を基礎年金に上乗せする二階部分の報酬比例年金として再編成された。２０歳～６０歳までの全国民が国民年金（基礎年金）に加入することが義務付けられ、ここから現行の基礎年金制度が始まった。
５．１９９０年代
１９９０年代に入ると急激な高齢化に伴って、保険料率の上昇が避けられない見通しになった。１９９４年の改革よって年金スライドを、それまでの現役世代の名目賃金（税や社会保険料を控除する前の賃金）にリンクする形から、ネット所得スライド方式、すなわち賃金上昇率より税や社会保険料を差し引いた手取り賃金上昇率にリンクする形へ切り替えた。
１９９９年の年金改革は、世代間の公平、高齢雇用のあり方といった観点から、大幅な給付の引き下げが当初の改革方針であった。しかし、１９９７年４月の消費税引き上げと財政デフレ政策、７月のアジア危機、１１月の山一證券・拓銀破綻などをきっかけとした金融危機により、景気は急速に後退し、給付の抑制、保険料の引き上げをできる経済環境ではなくなった。年金財政への不安を払拭するために年金保険証を引き上げると、根気の人々の支出を引き上げるため、また、年金給付を引き下げる人々の将来の年金から期待できる額を引き下げることになるため、消費を冷え込ませる可能性もあった。１９９９年の年金改革は景気後退期に行われたため、抜本的な改革が困難になったのである。
　１９９０年代に入ってようやく本格的な年金給付抑制への機運が高まったが、実際の改革は不十分であった。将来きわめて深刻な高齢化予測されているにもかかわらず、日本の年金改革は１０年遅れることとなった。
２００２年５月には、厚生労働省から、新人口に基づく保険料の見直しが公表され、１９９９年の年金改革時に示された保険料の見通しよりも、さらなる保険料の引き上げが避けられなくなった。


以上の歴史を経て、今日の年金制度なったが、今までの賦課方式がこれからの財政に大きく影響していく点は３章で述べていく。

６．国民年金保険料の推移
下図の国民年金保険料の推移をみてみると、１９７５～１９８０年に急激に上昇し、バブル崩壊後の９５年からは伸び悩んでいるが、平成１７年４月から平成２９年まで毎年２８０円ずつ引き上げていき、最終的には１６９００円になっていく。
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出所）後藤秀樹・坂田嘉一「もらえる年金が一目でわかる本」２００４年
	３章　年金の持つ問題


急速な人口構造の変化、経済成長の鈍化、世帯構造や雇用環境の変化などによって年金制度は、年金の「空洞化」、将来世代の負担の増加といった問題をかかえている。
　　　これらの２つの問題を、詳しくみていこうと思う。
１．年金の空洞化
１－１　 年金の空洞化の原因として以下のような点が挙げられる。
①国民年金が、同一額の１万３３００円
これは、年収１億円の人も５００万円の人も同一の保険料ということである。年収の大小によってはその負担も大きく違ってくる。これについては、２００１年度から半額免除制度が導入されたので、少しは、以前と比べ緩和したといえるのかもしれない。他国を例に挙げると、イギリスの場合は、以前は同じ定額負担であったが、制度を維持できなくなり、報酬比例の負担に切り替えている。
　　　　　　　　②国民年金保険料の未納
次に国民皆年金といわれているのだが、国民年金の対象者の３分の１以上は、実質の納付率を見て、免除・滞納などで保険料が未納になっている。
　　また、低所得者は保険料が免除されるが年金は３分の１になってしまうということである。保険料を払えなかった人は老後も貧しいということで、これは、「基礎年金」といえるのであろうか。基礎年金に頼るより、生活保護に頼るほうが合理的ともいえる。
　　　　　　　　　③第３被保険者
　第３被保険者（主婦など）は、保険料を直接負担していないことも挙げられる。これは、直接負担している第１・２号の女性と不公平がはっきりしている。
　　　　　　　　④保険料徴収コスト
徴収コストが、徴収額の１０％にも及んでいるということもある。（厚生年金の徴収は１％）これは社会保険方式としているアメリカやイギリスでもそのコストは１％です済んでいるのに、日本の場合、かかりすぎてはいないだろうか。たしかに徴収率が悪いので徴収するコストをあげてでも徴収したいという気持ちなのかもしれない。しかし、根本から変わらなければ、その徴収コストは無駄である気がする。　


つまり、実際政府の徴収する予定の保険料に達していない、また、徴収した保険料がすべて年金として活用されていないといった点を「空洞化」と表現しているのだろう。
１－２  空洞化の問題の背景には、高齢化に伴う保険料の上昇、長引く景気の後退、就業構造の変化、非正規労働者（パート、アルバイト、派遣）の増加がある。
非正規労働者(パート、アルバイト、派遣)の割合は、1981年から緩やかに高まっている。
男女別にみると、男子に対して、女子の非正規労働者の割合が高く、その増加も著しい。
労働省「就業形態の多様化に関する総合実態調査」により、就業形態別の非正規労働者の構成をみると、産業系では男女ともにパートタイマーの割合がもっとも高く、次に臨時・日雇が続く。1987年から1994年までの変化をみても、とりわけパートタイマーの増加が著しい。
産業別には、卸売･小売業、飲食店、サ―ビス業、建設業で非正規労働者の割合が高く、これに不動産業、製造業、金融･保険業が続いている。卸売･小売業、飲食店及びサービス業では男女のパートタイマーの割合が高く、特に前者では女子労働者の半数近くをパートタイマーが占めている。
　　　　　 また、若い世代の年金離れも深刻で、もともと、若い世代の年金への関心は低かったが、高齢化とともに年金への不信が続いている。
空洞化に対して高山氏は、「政府の将来見通しが甘い。年金保険料を引き上げても年金収入総額は政府が期待するようには増えていかない。ちなみに、１９９７年度以降に６年間、厚生年金の保険料収入は常に政府の予想額（予算額）を下回ってきた。政府の見通しには、つねに願望が込められている。見通しと願望を混同すると、思わざる結果を招くことが多い。」と述べている。
また、駒村氏は、「空洞化を加速させている理由のひとつに、政府の強制力の弱さがある。国民の保険料の納付は任意でなく、義務であり、未納は違法行為である。そのために、罰則も用意されているが過去にほとんど実施されたことはない。抜本的な改革を議論する必要があるが、改革の前段階として、未納に対する厳正な処置も必要である。」と述べている。
　　　

互いに違った目線ではあるが、今までの国の年金制度への対処の甘さを非難しているように見て取れる。
　
1－３　空洞化が財政に与える影響は、国民年金のような賦課方式の年金財政では、納付された保険料のほとんどが、その時点で高齢者の年金となる。空洞化が将来の保険料に与える影響は、誰が未納者になっているかによる。厚生年金数理課監修の「厚生年金・国民年金数理リポート」によると、空洞化によって将来の保険料は増加しないという計算になっている。確かに、どの年齢層で、どの程度未納者になっているかによって、空洞化の影響は、異なるといえるだろう。「空洞化→保険料の急上昇→年金財政破綻」というほど単純なことではないようだ。しかし、若年層が集中的に払わないということになれば、世代間移転に依存する年金財政は急激に不安定になるだろう。
２．将来世代負担の増加
２－１  将来の世代負担の増加の問題の背景を見ていく。
　まず、背景のひとつに人口の高齢化が挙げられる。
戦後に生まれた、いわゆる「団塊の世代」全体が給付を受ける側にまわったら、現在の少子化の進行による若い世代の負担は現在に比べて跳ね上がるだろう。
そして、年金および健康保険の財政悪化も懸念される。日本経済研究センターによる推計によれば、政府の受取は年金保険料、健康保険料、税金ともに２０００年をピークに減少する一方、支払は、年金給付が２０４０年まで、医療も２０３０年までに急速に増加することになる。その結果、政府の単年収支は１９９５年に１９．１兆円の赤字であるものが、２０２０年に４７．１兆円、２０４０年には最大の５３．７兆円を記録するということだ。
下図に高齢人口割合の推移を表したグラフがある。平成１７年時点での高齢者割合は２０％であるが、平成３７年にかけてひたすら伸び続けている。平成３７年時点の７５歳以上というのは、今の団塊の世代も含まれ、高齢者人口の大部分を占めており、これから、ますます団塊の世代の年金給付などへの影響は大きくなっていくだろう。
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出所）総務省統計局より
次に少子化が挙げられる。　現在の合計特殊出生率は１．２９であり、これから先、年少人口（０～１４歳）は減少し、老齢人口（６５歳以上）は増え、生産人口は年々低下していくと予想できる。

　　２－２　諸外国の高齢化率・合計特殊出生率・平均寿命を下図で比較してみると、現在の高齢化率は、日本が１番高くまた、約５０年たっても依然として高い高齢率であると予想されている。日本の速いスピードでの高齢化率の上昇は、世界の中でも著しい合計特殊出生率の低下、平均寿命の高さから、日本全人口に占める生産年齢人口が低下し、老齢人口が増え続ける結果である。高齢化率の上昇を抑制するためには合計特殊出生率の上昇が不可欠である。そのためにも、子どもを産み育てやすい環境を整備していく必要がある。
　　　　　　
	諸外国の状況　
	日本
	アメリカ
	イギリス
	ドイツ
	フランス
	スウェーデン

	高齢化率

	18.5(2002)
	12.4(2000)
	15.9(2001)
	16.6(2000)
	16.7(1999)
	17.2(2001)

	2050年には…

	35.7
	21.1
	27.3
	31
	26.7
	30.4

	合計特殊出生率
	1.29(2003)
	2.13(2000)
	1.63(2001)
	1.29(2001)
	1.90(2001)
	1.57(2001)

	平均寿命(2001)
	男性：78.1歳女性：84.9歳
	男性：74.3歳女性：79.5歳
	男性：75.1歳女性：79.9歳
	男性：75.1歳女性：81.1歳
	男性：75.6歳女性：82.9歳
	男性：77.7歳女性：82.3歳


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　出所）社会保険庁ホームページ



以上のような国内の情勢を見ると、今までのような年金保険制度では、多くの問題がある。賦課制度をこれから先も続けていくことになっても、その時代に適したやり方に変えていく必要が出てくる。そして平成１６年に年金改正が行われた。

	４章　平成１６年度年金改正


　　　平成１６年度のおもな改革は、
・給付水準の引き下げ
・保険料負担の引き上げ
・財源確保　　　　　　　　　で、「三位一体改革」と呼ばれている。　
詳しく全体像を述べると、
１．　１００年間の給付と負担の姿を明確にすること。
２．　保険料の上昇は極力控え、将来水準を固定。
３．　年金を支える力と給付のバランスを取れる仕組み
４．　老後生活の基本的部分を支える給付水準を確保。
５．　基礎年金への国の負担を１/３から１/２に。
６．　生き方・働き方の多様化に対応した制度に。
７．　自営業者などに係る保険料(国民年金保険料)の収納対策を徹底。
８．　若い人にも年金についてわかりやすく情報提供。
９．　企業年金の充実・安定化。
１０．安全で効率的な年金積立金の運用
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　といった点が改正に挙げられている。
　　以下は、年金の給付・保険料の負担増加・国庫負担の増額という気になる３点を述べる。

４－１　年金の給付については、従来の「給付水準維持方式」から、「給付水準固定方式」へ、変更となった。

従来の給付水準維持方式は、年金額の維持を優先しつつ、保険料額および年金額を見直す仕組みだった。具体的には、少なくとも5年ごとに年金額および保険料を改定(財政再計算)し、毎年の物価の変動によって、改定した年金額および保険料に調整がなされるといったものだった。
　たとえば、平成15年度の老齢基礎年金の満額は、平成14年の物価下落分を反映して平成14年度の80万4,200円から79万7,000円に改定された。(平成12年度から平成14年度の年金額については、物価は下落しが、年金額は据え置かれるという措置が取られていた。)
　今回の改正で給付と負担の見直しが行われ、保険料水準固定方式が導入された。これは、厚生年金および国民年金の将来の保険料を固定した上で、その収入の範囲内で、支払う年金額を毎年自動的に調整する仕組み(スウェーデン方式)をいう。調整の際には、賃金・物価・公的年金の被保険者数の変動が指標となる。つまり、今後は社会全体が年金制度を維持できる能力によって、年金額を調整すること(マクロ経済スライド)になる。
また、従来は将来のすべての期間にわたって年金財政の均衡を図る規定だったが、改正で100年の期間にわたる財政検証を行うことになった。
これは、現行のモデルケース（夫：会社員　２０～６０歳　厚生年金、妻：専業主婦　２０～６０歳　国民年金）の約６０％の給付水準を、平成３４年までに５０％程度に引き下げようとするものでもある。

４－２　つぎに、保険料の負担増加については、厚生年金、共済年金は、保険料負担も平成１５年４月から総報酬制が導入され、一定の料率が引かれるようになったが、厚生年金の保険料を平成１６年１０月から毎年引き上げ、最終的には平成２９年に１８．３０％まで上昇させようというものだ。

総報酬制とは、従来までほぼ毎月の給与からのみ徴収していた社会保険料を、賞与からも同じように徴収する仕組みになること。これまでは、同じ年収であっても、賞与の割合が高い人と低い人で社会保険料額に大きな差があったが、この不合理を無くそうというのがこの総報酬制の狙いである。
また、国民年金保険料も基礎保険料を、現在の１万３３００円を毎年引き上げ、平成２９年には、１万６９００円とされる。
４－３　国庫負担の増額は、年金財政を支えている国庫負担を平成２１年度までに、２分の１まで高めようというものだが（現在は財政の３分の１）、その財源として、消費税の引き上げなどの議論がされている。
	現行制度
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	税（３分の１）
	保険料（3分の２）
	⇒
	税(２分の１)
	保険料(２分の１)

	
	
	
	
	


　　　　　　　国庫負担２分の１まで引き上げられる工程は、まず、２００４年に着手し、財源の年金課税を見直し、２００５年・２００６年に適正な水準にまで引き上げられ、２００９年までに２分の１への引き上げを完了するという予定になっている。

４－４　税方式

この改正案には、空洞化に対応するために経済界や労働組合を中心に、基礎年金の税財源を税、特に消費税(目的税)に求める税方式にするべきだという意見がある。
税方式には、①消費税だと空洞化を防止できる②社会保険料は現役の世代に負担が集中するが、消費税は全世代で負担することになり、世代間移転を縮小することができる③厚生年金の保険料を引き下げることができる④第３号被保険者制度の矛盾を克服できる⑤社会保険料の負担は企業の国際競争力を引き下げる税方式ならば、そうした弊害を回避できる⑥消費税方式にすることにより潜在的な経済成長率を引き上げる可能性がある、といったメリットがある。
　　　　　　　　しかし、①財政を硬直化させる②税は福祉サービス、公的扶助などの財源にすべきでであって年金財源にはふさわしくない③目的税はサービスの受益者に費用を負担させるべきであり、基礎年金と消費税のあいだにはそうした関係がないといった批判もある。

駒村氏は、「もし税方式にし、社会保険料を廃止したならば、過去に国民年金保険料を払わなかった人の年金を減額するという方法にも問題がある。年金「目的」消費税という完全に異なる制度に改めた後も、過去の制度における未納を理由にした給付制限が法律的に可能なのか意見が問われるからである。もし現在の制度で支払ったかが不問になるなら、まじめに払った人は納得できない。」と否定的である。
　高山氏は「税金の投入には、債務圧縮をとりつつ、過去拠出分にかかわる債務超過を解消するために集中的に行うほうが、基礎年金の国庫負担を引き上げるよりもはるかに望ましい。同時に、裕福でない高齢者の生活支援のため基礎年金を抜本的に見なおせばいい。」と肯定的である。



現在の制度では、国民年金への加入者の増大などから基礎年金をすべての国民に保証することが、できなくなってきている。基礎年金の財源は、なるべく早いうちに税負担割合を高め、さらに将来的には完全な税方式に持っていくほうがよいのではないかと考える。
	５章　おわりに


いま、格差社会であると感じている国民は７割にもなるという。そして、自分の生活水準が中の下と思っている人の割合が一番多いという。

私は、消費税による税方式には賛成である。ただし、今のようにすべての購入対象が５％の消費税というように逆進的なやり方はすべきでないと感じる。なぜなら、逆進性の強い消費税のまま消費税を上げると、ますます格差が広がるであろうし、生活水準の低いと感じる国民が多ければ、さらに年金保険料を支払うことが厳しくなる国民も増え、悪循環になるからである。だから、消費税による税方式といっても高級品に対しては高い税率、生活に必要な商品には低い税率にするといったやり方にするべきだと思う。

実際に、％の高い消費税を設定している国の多いヨーロッパでも、ドイツのように標準な消費税は１８％、食料品に対しては７％と消費税を２種類にしている国もある。

他国のまねをそのままするというのではないが、国内の状況を見極めて、抜本的な改革を進めていく必要があると思う。

そして、やはり制度を作る側は自分たちに有利な制度に作ってしまう傾向がある。たとえば、特権的な議員年金や、民間よりも手厚い共済年金がそうである。

国民間の保険料を支払ったほうが後々得か損かの見方で年金不信があるという考えもひとつだが、官と民の平等化といった側面からも見直さないと、国民に満足のいく年金制度はできず、保険料を支払いたいという気持ちも薄れていくのではないだろうか。
　これからの年金改革では、どの立場に立っても優位になるような制度を変えていく必要があるといえる。

参考資料
・　社会保険労務士事務所オフィスAKO
                    年金制度変遷史　（年表）

　　　　　　　　　http://www.office-ako.gr.jp/files/syaho/nenkinshi.htm
　　　　　　　　　
· 「もらえる年金が一目でわかる本」２００４年８月　高橋書店
・日本経済研究センター　主任研究員鈴木玲子「世代間移転構造から見た財政の問題点」
· 高山憲之｢最近の年金論争と世界の年金動向｣　２００２年
· 読売新聞社説　「基礎年金の財源」２００４・９・３
· 年金はどうなる　駒村康平２００３年１２月　岩波書店
· 年金が消える　　榊原英資　２００４年４月　中央公論新社
· 厚生労働省年金関係のホームページ
　http://www.mhlw.go.jp/topics/bukyoku/nenkin/nenkin/index.html
_1197576343.xls
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		会社員の保険料 カイシャインホケンリョウ				年収５００万（月収３０万ボーナス年１４０万） ネンシュウマンゲッシュウマンネンマン								保険料の推移（国民年金） ホケンリョウスイイコクミンネンキン
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